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上期連結純利益は、前年同期の過去最⾼5,006億円に次ぐ4,830億円と最⾼⽔準の好決算となった。
通期期初⾒通し7,000億円に対し69%の進捗となり、10⽉4⽇に公表した上⽅修正後の通期修正
⾒通し8,000億円に対しても60%と⾼進捗。
四半期ベースにおいても、連結純利益は、1Q︓2,306億円に対し、2Q︓2,524億円と着実に収益⼒が
増加しており、勢いのあるトレンドが継続している。
また、前年同期⽐としては、前年同期の巨額の⼀過性利益の反動等で減益となっているものの、実⼒値
である基礎収益は4,300億円と過去最⾼、基礎収益の通期期初⾒通し約7,100億円に対する進捗は
61%、上⽅修正により過去最⾼の更新を⾒込む基礎収益⼒7,700億円に対しても56%となり、当社の
「稼ぐ」⼒は順調に強化されていることをお⽰しできたと考えている。
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セグメント別の上期実績と進捗状況は、機械、エネルギー・化学品が上期の過去最⾼益、⾦属、
住⽣活は好調に推移し、繊維、⾷料、第８はほぼ期初想定通りの進捗、情報・⾦融は低進捗と
なっている。期初の通期⾒通し⽐、進捗率の⾼いカンパニー順に上期実績を説明する。

 機械︓船舶、⾃動⾞関連事業を含む各事業全てが好調に推移したことに加え、
北⽶メンテナンス事業売却に伴う⼀過性利益等もあり、期初⾒通しに対して進捗率98%、
上期実績は過去最⾼益となる714億円。

 住⽣活︓想定以上にパルプ価格の⾼⽌まりが継続。また、海外でのハンズオン経営を⾏う
北⽶建材関連事業が好調に推移をしていることに加え、北⽶住宅関連事業の再編による
再評価益もあり、進捗率は87%、上期実績は630億円。

 第８︓新規商品開発や増量キャンペーン等の話題性の⾼い企画が功を奏し、FMの⽇商が向上
していることに加え、データを活⽤した配送ルート・商品在庫の最適化による経費削減等「削る」の
徹底により期初想定通り、進捗率は81%、上期実績は195億円。CVSビジネスの収益は夏場
中⼼であるため、上期は進捗率が⾼く出る傾向にある。

 ⾦属︓鉄鉱⽯の市場価格は下落傾向だが、上期は期初想定以上の⾼値で推移したことや⽯
炭価格の⾼⽌まりを受け、IMEAが好調。また、鉄鋼製品事業についても北⽶を中⼼に好調が
継続し、進捗率は68%、上期実績は1,347億円。

 エネルギー・化学品︓市況の⾼騰を捉え、エネルギー、化学品、電⼒各分野が総じて好調に推移、
進捗率は56%、上期実績は過去最⾼益となる485億円、下期型のカンパニーとしては⾼進捗と
なった。

 繊維︓⽇韓中でバランスよく収益を稼ぐ体制を確⽴したデサント、⾏動制限緩和に伴い需要が回
復したレリアンやエドウイン等のアパレル関連事業により、期初想定通り、進捗率45%、上期実績
は116億円。

 ⾷料︓原材料・物流費⾼騰及び円安により、国内外の⽣鮮関連事業の採算悪化等があったが、
北⽶穀物関連事業や国内⾷品流通関連事業が堅調に推移し、概ね想定通りの進捗率40%、
上期実績は277億円。
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 情報・⾦融︓情報産業やBPO等の関連事業は堅調であったが、株式市場低迷により前期好調
であったファンド保有株式の評価損益が悪化したことに加え、携帯関連事業が減益。
また、下期偏重型のビジネスが多い収益構造もあり、進捗率30%、上期実績は254億円。

 その他及び修正消去︓CITICは、円安の影響や証券事業の再評価に係る⼀過性利益もあり
⾼進捗。

通期修正⾒通しは、10⽉4⽇の上⽅修正公表時の記者会⾒でも申し上げたが、不透明な
経営環境下、今まで以上に全セグメント及び全事業会社を細かく精査した結果、期初⾒通し⽐
1,000億円の上⽅修正を実施。
上⽅修正の内訳は、⾮資源分野を中⼼とした着実な利益伸⻑により基礎収益を600億円、
CITIC証券再評価等の⼀過性利益の増加で300億円、損失バッファーの減額で100億円。
各セグメントは、セグメントの進捗状況に合わせて⾒直しを実施。機械で＋275億円、
⾦属で＋365億円、エネルギー・化学品で＋115億円、住⽣活で＋220億円と、
この4セグメントを通期過去最⾼⽔準まで上⽅修正した。
繊維、⾷料、第8は期初⾒通し据え置きとし、情報・⾦融は△220億円の下⽅修正とした。
また、第８については、上期までは他カンパニーとの持合事業があったが、当四半期で持合を
終了することとした。当初の⽬的であった、第８による他カンパニーのFM関連事業強化において、
⼀定の成果を上げたと総括している。今後は、第８はマーケットインの切り⼝でFMを軸に
カンパニー間の横串を刺しつつ、新規ビジネスの開発に集中していく。
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機械、⾦属、エネルギー・化学品等が堅調に推移した結果、実質営業キャッシュ・フローは全ての
半期を通じ過去最⾼の4,670億円、営業キャッシュ・フローベースでも歴代2位となる好調な
結果となった。実質投資キャッシュ・フローは、この上期、⽇⽴建機や北⽶住宅関連投資等の
積極的な積上げがあり、ネット2,440億円のキャッシュ・アウト。
22年9⽉末の財務状況についても更なる強化が進み、株主資本は約6,700億円増加の
約4兆8,700億円と過去最⾼を⼤きく更新。その他記載している各指標も最⾼値を更新した。
P.9にも記載されているが格付機関からも⾼評価を頂いている。
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歴史的な円安や上期の⾼い資源価格を踏まえ、為替（円/US$）は120円から135円、
ドル⾦利は期初前提から1%アップの3.5%、原油価格は95ドルに修正。鉄鉱⽯価格は協業
契約上開⽰できないが、下期の経営環境の変化も⾒据え、⾜元の市況から主要前提価格は
保守的に⾒ている。

7



10⽉4⽇に通期⾒通しの上⽅修正に合わせて公表した追加株主還元策の通り、1株当たり
配当⾦を前期の110円から＋30円、期初公表の130円から＋10円増額の140円としている。
また、⾃⼰株式取得に関しては、7年連続となる350億円を上限としている。⾃⼰株式の
取得状況は、11⽉1⽇に開⽰しているが、10⽉末時点で、総額の約30%。
改めて、既にお約束している中期経営計画「Brand-new Deal 2023」期間中の、ステップアップ
下限配当と中計最終年度である23年度までに配当性向30%をコミットすると共に、今後も、
決算の進捗状況も踏まえ、市場の声に真摯に⽿を傾けながら、投資家の皆様の期待に応えるべく、
中⻑期的な視点で株主還元を企業価値向上に繋げていく考え⽅を継続していく。

この下期に⼊り、ここ数年の状況とは明らかに異なり、各国の経済政策により、世界景気の急激な
減速も⼗分に考えられる。このような環境だからこそ、当社の強みである低重⼼経営と市況に左右
されない地道な商売の積上げによる着実な利益成⻑を実現し、当期8,000億円の強い収益基盤を
お⽰しすることで、今後も伊藤忠へ⾼い評価を頂けるものと考えている。
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